
 

  
 

                                         
 
 
 
 
 
 
 

契 約 書 （案） 
 
 
 
 
 
 
 

（件名）令和 07・08 年度一般定期健康診断等業務【単価契約】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

独立行政法人 日本高速道路保有・債務返済機構 



 

  
 

   



 

  
 

１ 契約件名  令和 07・08 年度一般定期健康診断等業務【単価契約】 
 
２ 業務仕様等 仕様書のとおり 
 
３ 業務場所  仕様書のとおり 
 
４ 契約期間  契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで 
 
５ 契約金額  以下単価内訳書のとおり（消費税及び地方税は別途） 

検 査 項 目 金 額 
一般定期健康診断 円 
 既往歴及び業務歴調査（問診票による） 

自他覚症状、内科診察 

身長、体重、標準体重、肥満度、ＢＭＩ、視力、聴力、腹囲の検査 

血圧の測定 

尿検査（糖及び蛋白） 

採血（赤血球数、血色素量、ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ、ＬＤＬコレステロ

ール、ＨＤＬコレステロール、トリグリセライド、空腹時血糖、クレアチニン） 

特定業務従事者健康診断 円 
 既往歴及び業務歴調査（問診票による） 

自他覚症状、内科診察 

身長、体重、標準体重、肥満度、ＢＭＩ、視力、聴力、腹囲の検査 

血圧の測定 

尿検査（糖及び蛋白） 

採血（赤血球数、血色素量、ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ、ＬＤＬコレステロ

ール、ＨＤＬコレステロール、トリグリセライド、空腹時血糖、クレアチニン） 

胸部エックス線撮影 円 
心電図 円 
胃部エックス線撮影 円 
便潜血反応検査（2 回法） 円 
子宮頸がん検診 円 
骨粗しょう症検査、骨密度検査 円 
乳房マンモグラフィー 円 
乳房超音波検査 円 

  ※ 上記単価は、一人当たりの金額 
 
６ 契約保証金   免  除  



 

  
 

  上記の業務について、発注者と受注者とは、各々の対等な立場における合意に基づいて、

別添の条項によって公正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
本契約の証として本書 2 通を作成し、当事者記名押印の上、各自 1 通を保有する。 
 
 
                                                          令和７年  月   日 
 

 発注者  住所  神奈川県横浜市西区高島一丁目 1 番 2 号 
      氏名  独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 
          契 約 職 理事長代理  甲川 壽浩   印 
 
 
 
 受注者  住所   
      氏名                      印 
                 



 

  
 

（総則） 
第１条 発注者及び受注者は、この契約書に基づき、仕様書に従い、日本国の法令を遵守し、

この契約（この契約書及び仕様書等を内容とする業務契約をいう。以下同じ。）を履行し

なければならない。 
２ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 
３ この契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 
４ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、計量法（平成４年

法律第５１号）に定めるものとする。 
５ この契約における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第 89 号）及び商法（明

治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 
６ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 
７ この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判

所とする。 
 
（秘密の保持） 
第２条 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 
２ 前項の秘密保持業務は、本契約終了後も継続するものとする。 
 
（権利義務の譲渡等） 
第３条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合はこの限りでない。 
２ 受注者は、業務の主体的部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 
 
（監督員） 
第４条 監督員は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構総務部長とし、発注者は

変更が生じた時は受注者に変更を通知するものとする。 
２ 監督員は、この契約書の他の条項に定めるもののほか、契約の履行についての受注者又

は第 7 条に規定する代理人に対する指示、承諾又は協議に係る権限を有する。 
３ この契約書に定める書面の提出は、次条に規定する現場監督員を経由して行うものと

する。この場合において、現場監督員に到達した日をもって発注者に到達したものとみな

す。 
 
（現場監督員） 
第５条 監督員は、監督等業務を行わせるため、現場監督員を定め書面をもってその職名又

は氏名を受注者に通知しなければならない。これを変更したときも同様とする。 
 
（検査及び料金の請求） 
第６条 受注者は、毎月の業務が完了したときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければ

ならない。 



 

  
 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員は、前項の規定による通知を受け

たときは、通知を受けた日から１４日以内に業務の完了を確認するための検査を完了し

なければならない。 
３ 受注者は検査の結果、不合格となった場合は、検査職員の指示に従い遅滞なく必要な措

置を講じ、再度検査を受け、本業務を完了させなければならない。 
４ 前項の場合において生じる一切の費用は受注者の負担とする。 
５ 受注者は、発注者の検査終了後、料金を発注者に請求するものとする。 
 
（料金の支払い） 
第７条 発注者は、受注者から適法な請求書を受理した日から３０日以内に料金を支払う

ものとする。 
 
（遅延利息） 
第８条 発注者の責めに帰すべき事由により、第７条の規定による支払が遅れた場合にお

いては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年 2.7 パーセントの割合で計算

した額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。 
 
（業務の内容又は条件の変更） 
第９条 発注者は、特に必要と認めたときは、業務の内容又は条件等を変更することができ

る。この場合において、契約単価を変更する必要があるときには、書面により発注者と受

注者とが協議して定めるものとする。 
 
（発注者の解除権） 
第１０条 発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができ

る。 
一 正当な理由なく業務を実施すべき時期を過ぎても業務を実施しないとき。 
二 第 12 条第 1 項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 
三 前号の場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することが

できないとき。 
２ 前項の規定により契約が解除された場合において、受注者は、頭書５に定める一人当り

の金額の 40倍に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければな

らない。 
 
第１１条 発注者は、前条第 1 項の規定にかかわらず、必要があるときは、契約を解除する

ことができる。 
２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 
 
（受注者の解除権） 



 

  
 

第１２条 受注者は、発注者が契約に違反し、その違反により業務を実施することが不可能

となったときは、契約を解除することができる。 
２ 受注者は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、その損

害の賠償を発注者に請求することができる。 
 
（解除に伴う措置） 
第１３条 受注者は、契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を

直ちに発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意

又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又

は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 
 
（事故等の処理報告） 
第１４条 受注者は、業務の実施に伴い、事故、故障等が生じたときは、直ちにその旨を発

注者に報告し、発注者と協議のうえ事故等の処理にあたるものとする。 
 
（損害賠償） 
第１５条 受注者は受注者の責めに帰すべき事由により発注者に損害を与えたときは、当

該損害の額を発注者に賠償しなければならない。 
２ 発注者と受注者の双方の責めに帰すべきことのできない事由により生じた損害（次条

に規定する損害を除く。）における損害賠償の額（任意保険等によりてん補された部分を

除く。）については、受注者の負担とする。ただし、受注者が善良な管理者の注意をした

と認められる場合に限り、発注者が負担する。 
 
（第三者に及ぼした損害） 
第１６条 受注者は、業務の実施について第三者に損害を及ぼしたときは、当該損害（任意

保険等によりてん補された部分を除く。）の賠償をしなければならない。ただし、その損

害のうち、発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 
 
（賠償金等の徴収） 
第１７条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金（以下「賠償金等」という。）

を発注者の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の

指定する期間を経過した日からその支払の日まで年 5.0 パーセントの割合で計算した利

息を付した額を徴収する。 
 
（紛争の解決） 
第１８条 この契約書の各条項において、発注者と受注者とが協議して定めるものにつき

協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服のある場合その他契約に

関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、協議の上調

停人 1 名を選任し、当該調停人のあっせん又は調停によりその解決を図る。この場合に



 

  
 

おいて、紛争の処理に要する費用については、発注者と受注者とが協議して特別の定めを

したものを除き、調停人の選任に係るものは発注者と受注者とが折半し、その他のものは

発注者と受注者とがそれぞれが負担する。 
２ 前項の規定にかかわらず、発注者又は受注者は、必要があると認められるときは、同項

に規定する紛争解決の手続前又は手続中であっても同項の発注者と受注者との間の紛争

について民事訴訟法（明治２３年法律第２９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭

和２６年法律第２２２号）に基づく調停の申立てを行うことができる。 
 
（談合等不正行為があった場合の違約金） 
第１９条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請

求に基づき、請負代金額（本契約締結後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の

請負代金額。）の１０分の１に相当する額を違約金（損害賠償額の予定）として発注者の

指定する期間内に支払わなければならない。 
一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２

２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第 3 条の規定に違反し、又は受注者

が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違反したこ

とにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法

第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納

付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独

占禁止法第５１条第３項の規定により取り消された場合を含む。）。 
二 納付命令又は独占禁止法第 7 条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者

等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合にお

ける当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、

本契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為の実

行としての事業活動があったとされたとき。 
三 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第 3 条又は第８条第１項

第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象とな

った取引分野が示された場合において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件

について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当

該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）

に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当す

るものであるとき。 
四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人）の刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の３又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１

項第 1 号に規定する刑が確定したとき。 
２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該

期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算



 

  
 

した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 
 
 
 
（反社会的勢力の排除） 
第２０条 発注者又は受注者は、自らが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から

５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴ

ロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」と

いう。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ

将来にわたっても該当しないことを確約する。 
一 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 
二 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
三 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目

的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有するこ

と 
四 暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしている

と認められる関係を有すること 
五 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有すること 
２ 発注者又は受注者は、自らまたは第三者を利用して、暴力を用いる不当な要求行為、脅

迫的な言動、風説の流布、偽計または威力を用いて、発注者又は受注者の信用を毀損し、

または業務を妨害する行為その他これらに準ずる行為を行わないことを確約する。 
３ 発注者又は受注者は、発注者又は受注者が前各項に違反し、または第１項の規定に基づ

く表明および確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、取引の継続が不適切である

ときは、何らの催告なしに直ちにこの契約を解除することができる。なお、発注者又は受

注者は、発注者又は受注者に対する損害賠償の請求を妨げない。 
４ 発注者又は受注者は、自らが暴力団員等に該当しもしくは第１項各号のいずれか一つ

に該当したとき、または前項により、発注者又は受注者がこの契約を解除したときは、発

注者又は受注者に対し負担する一切の金銭債務につき当然に期限の利益を喪失し、直ち

に弁済するものとする。 
５ 発注者と受注者との間の訴訟において、第１項に定める表明及び確約の違反が問題と

なる場合、表明及び確約した者が立証責任を負い、表明及び確約の違反の事実について真

偽不明の場合には、表明及び確約の違反に関する事実が存在するものとする。 
 
（補則） 
第２１条 この契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議

して定める。 
 


